
別記様式１
公募型プロポーザル提案書提出届


令和　　年　　月　　日


　広　島　県　知　事　様
（こども家庭課）

所在地　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール



　令和８年度広島県社会的養護自立支援拠点事業業務を受託したいので、以下の書類を添えて提案書を提出します。
　


（参考様式１）
運営方針・運営計画
１　基本方針等
	①運営方針
	社会的養護自立支援拠点事業の目的や役割、社会的養護経験者等が抱える課題やニーズ等を踏まえ、どのように運営するのかなど運営方針を具体的に記載してください。


	②開設場所
	児童等の利便性等を踏まえ、どのような理由で開設場所を選定したかを記載してください。


	③開設曜日、開設時間
	開設曜日、開設時間について具体的な計画を記載してください。


	②社会的養護経験者等への自立支援等における実績等
	これまでの取組等について具体的に記載してください。



（次頁あり）








２　事業内容
	①事業内容（全体）
	事業内容全体について、事業目的を達成するためにどのような視点から事業を計画し、企画立案したか、具体的に記載してください。

	②事業内容（個別）
	①相互交流の場の提供、②支援計画の策定、③相談支援、④関係機関との連携、⑤一時避難的かつ短期間の居場所提供、について、それぞれ目的を達成するための取組等について、具体的に記載してください。

	③その他
	その他、事業の目的を達成するうえで、事業実施団体が有する知識や経験・ノウハウ等がどのように活用できるか、具体的に記載してください。


（次頁あり）















３　実施体制
	①事業実施団体の代表者
	事業実施団体の代表者の事業に対する考え方や意欲などを簡潔に記載してください。

	②相談支援員の配置
	生活相談支援員及び就労相談支援員の確保、配置の計画を具体的に記載してください。

	③相談支援員の能力及び経験等
	生活相談支援員及び就労相談支援員の経歴（特に児童の自立支援に関わった経験など）、多種多様な相談に対応できる能力を有しているかについて、簡潔に記載してください。

	④人材の確保・育成等
	多種多様な相談に対応できる相談支援員を継続的な確保及び人材の育成・研修等についての考え方や計画を具体的に記載してください。

	⑤開設場所
	事業実施団体の開設場所の住所を記載してください。

　　　　市

	
	利用者の利便性等を踏まえ、どのような理由で開設場所を選定したかを記載してください


	③開設曜日、開設時間
	開設曜日、開設時間について具体的な計画を記載してください。



（次頁あり）

４　適正な事業実施
	①個人情報保護
	個人情報の保護に対する具体的な運用や対応策を具体的に記載してください。


	②組織体制
	事業の進捗管理等、緊急時の連絡体制等、組織的に実施できる体制を具体的に記載してください。

	設備
	①事務室、②相談室、③交流スペース、④一時的避難の居場所、⑤その他事業を実施するために必要な設備、について、業務を実施するための広さや室内環境、利用者のプライバシーの確保、業務を効率化するための環境整備等、どのような設備環境を計画しているか、具体的に記載してください。


※記載枠が不足する場合は必要に応じ、適宜追加してください。






















（参考様式２）
事業所の設置場所位置図

	所 在 地
	〒　　　　－
市


	設置方法
	□法人等施設内　　　　　　□法人等敷地内
□賃借（戸建）　　　　　　□賃借（集合住宅・商業用店舗、事務所）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※☑を付けてください。その他の場合はその状況を記入してください。

	最寄りの駅、バス停など（距離も記入）
	

	　位置図























※１／１０、０００程度の位置図にすること。

（参考様式３）
事業所の施設概要

	区　　　　分
	内　　　容　　　等

	開設する居室（建物）の
所有形態
（該当区分に☑してください。その他の場合は状況を記入してください。）
	□　自己所有（既存施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　（建築年月　　昭和・令和　　　年　　　月）
□　賃貸物件　　賃貸借期間　　　　　　　年
　　　　　　　　年間賃貸借料　　　　　　　　　　　　　円
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	構　　　造
	

	床面積及び延床面積等
	　床面積　　　　㎡　、　　　㎡　（複数階に跨る場合は階ごとに記載）

　延床面積　　　　　　　　㎡　　駐車場　有 ・ 無（　　　　台分）

	施設の所在する階
	　　　　階建ての　　　　　　階
【2階以上の場合】ｴﾚﾍﾞｰﾀｰの有無（　有　・　無　）

	附帯設備及び設備区分
	室　名
	面　　　積（㎡）
	備　　考

	
	相談室
	
	

	
	交流スペース
	
	

	
	事務スペース
	
	

	
	その他
	
	

	
	
	
	

	
	合　　計
	
	





（参考様式４）

事業所の施設平面図
	平面図


※１／２００程度の平面図にすること。
※駐車場がある場合は、平面図に区画ごと記入すること。
（参考様式５）
事業所の設置状況（予定）等のわかる状況写真等

社会的養護自立支援拠点事業事業所の開設後の状況がわかる写真やイメージ図を貼付してください。











































（参考様式６）

賃貸借契約に関する申立書

令和　年　月　日


広島県知事　様


　社会的養護自立支援拠点事業所を開設する予定としている下記の対象物件については、受託候補者として特定された後、速やかに所有者と賃貸借契約を締結することを申し立てます。
なお、賃貸借契約の締結が完了後、速やかに賃貸借契約書の写しを広島県に提出します。


住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　
　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 


記

【対象物件】

物件の所在　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

物件の所有者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








(参考様式７)
代表者経歴書
	団体(法人)名
	


	就任時期
	令和　　年　　月　　日

	カナ
	
	

生年月日
	

　　　　　　年　　　月　　　日

	
氏名
	
	
	

	
　
住所
	(郵便番号　　　　　　　－　　　　　　)
	
	

	
主　　な　　経　　歴　　等

	年　　月　～　　年　　月
	勤務先・所属等
	業　務　内　容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	参考となる資格等

	資 格 の 種 類
	資 格  取 得 年 月

	


	



	これまでの児童の自立支援に携わった経験など社会的養護自立支援拠点事業に役立つと思われる経歴について、その内容等を具体的に記載してください。


	社会的養護自立支援拠点事業に対する考え方、意欲について記載してください。



注）１　住所は、自宅のものを記入してください。　
２　資格を有する者は、その資格を証する書面の写しを添付してください。
（参考様式８）
相談支援担当職員経歴書
	団体(法人)名
	


	団体(法人)所属時期
	令和　　年　　月　　日から

	カナ
	
	

生年月日
	

　　　　　　年　　　月　　　日

	
氏名
	
	
	

	
　
住所
	(郵便番号　　　　　　　－　　　　　　)
	
	

	
主　　な　　経　　歴　　等

	年　　月　～　　年　　月
	勤務先・所属等
	業　務　内　容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	参考となる資格等

	資 格 の 種 類
	資 格  取 得 年 月

	


	



	これまでの児童の自立支援に携わった経験など社会的養護自立支援拠点事業に役立つと思われる経歴について、その内容等を具体的に記載してください。


	社会的養護自立支援拠点事業に対する考え方、意欲について記載してください。



注）１　住所は、自宅のものを記入してください。
２　資格を有する者は、その資格を証する書面の写しを添付してください。
（参考様式９）
収支予算計画書

業務名　令和８年度広島県社会的養護自立支援拠点事業

	
	項目
	計算式
	金額

	運営費
	人件費
（賃金等）
	
	

	
	報償費（講師等への謝金）
	
	

	
	旅費
	
	

	
	需用費
（消耗品費、印刷製本費、食糧費、光熱水費）
	
	

	
	役務費
（通信運搬費、手数料）
	
	

	
	使用料及び賃借料（家賃等）
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小計
	
	

	開設費経費
	備品購入費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小計
	
	

	
	合計
	
	



※業務ごとに積算内訳金額を記入し、計算式欄に積算単価等を明記すること。なお、人件費などのうち、業務ごとに区分することが困難な経費については、管理調整業務に計上すること。
※適宜、行を追加して使用すること。
※この様式によりがたい場合は、この様式に準じた別の様式を使用することができる。

